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TOPICS 
■68～77 歳の就業状況に関する調査結果 

～厚生労働省「中高年縦断調査」）結果から 

◆中高年者縦断調査とは 

 厚生労働省は、令和５年の「中高年者縦断調査（中

高年者の生活に関する継続調査）」の結果を公表しま

した。中高年者縦断調査は、平成 17 年 10 月末に 50

～59 歳であった全国の中高年者世代の男女に対して、

家族の状況、健康の状況、就業の状況などを継続的に

調査したものです。第 19 回（令和５年）調査では、

68～77 歳の第１回（平成 17 年）調査から協力が得ら

れた 15,523 人について集計しています。以下、本調

査の就業状況についてまとめていきます。 

◆就業状況の変化 

 就業状況の変化をみると、「正規の職員・従業員」

は、第１回調査（50～59 歳）では 38.7％でしたが、

第 19 回調査（68～77 歳）は 2.4％と減少しています。

また、「パート・アルバイト」は、第１回は 17.0％で

第 19 回は 13.2％、「自営業主、家族従業者」は、第

１回は 15.2％で第 19 回は 11.5％と減少傾向となって

います。 

なお、仕事をしていない人の割合は、第１回は

18.1％でしたが、第 19 回は 64.1％で、年齢を追うご

とに高くなっています。 

◆仕事をしている理由 

仕事をしている人の仕事をしている理由を比較可

能な第６回（55～64 歳）と比較すると、第６回では「現

在の生活費のため」が男性 86.6％、女性 60.6％と最

も高く、次いで、男性は「将来の生活資金のため」

40.4％、女性は「現在の生活費を補うため」39.5％と

高くなっています。一方、第 19 回では「健康を維持

するため」が男性 53.8％、女性 55.8％と最も高く、

次いで、男性は「現在の生活費のため」52.4％、女性

は「社会とのつながりを維持したいから」43.4％とな

っています。 

◆就業希望の状況 

第 19 回調査で、仕事をしていない人のうち「仕事

をしたい」と思っている人の割合は、男性 14.2％、女

性 10.2％となっています。年齢階級別にみると、68・

69 歳で男性 19.1％、女性 13.2％と最も高くなってい

ます。 
 

【厚生労働省「第 19 回中高年者縦断調査（中高年者の生活に関する継

続調査）の概況」】 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/judan/chukou24/dl/gaik

you.pdf 

編集後記：皆様、本年もどうぞよろしくお願い申し上げます。天候上、
穏やかな年明けとなりましたが、年末からのコロナウィルス、インフル
エンザなどの感染症が猛威を振るい、罹患された⽅も多かったと聞きま
す。年末の業務、忘年会、⼤掃除を含む年越しの準備などで多忙な時期
に良好な体調を維持することの難しさを改めて痛感します。そして、も
う⼀度、感染症対策の基本[マスク、⼿洗い、うがい、換気など]に⽴ち
返り実⾏すること、睡眠時間の確保、栄養をとることを念頭におきたい
と思います。寒さはこれからが本番、今年も全てのお客様とご家族が健
康に恵まれますように。 

         

             

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■外国人技能実習生の転籍要件が明確化さ

れました 

◆技能実習の運用要領を改正 

出入国在留管理庁が、外国人技能実習の運用要領を

改正し、転籍を可能とする場合の要件に、「ハラスメ

ントを受けている場合」が明記されました。技能実習

生の失踪の増加や、外国人労働者に対する人権侵害に

対する批判が国際的にも高まっていることを受けた

対応だと思われます。 

技能実習生は原則３年間転籍ができませんが、「や

むを得ない事情」があったときは、受入企業を変更す

る転籍が認めています。 

これまで、この「やむを得ない事情」にどのような

場合が該当するのか定義があいまいでしたが、暴行や

各種ハラスメント（暴言、脅迫・強要、セクハラ、マ

タハラ、パワハラなど）を受けている場合、重大悪質

な法令違反・契約違反があった場合に転籍できること

が明確化されるとともに、直接被害を受けた技能実習

生だけでなく、同僚の技能実習生についても対象とな

りました。技能実習であるからといって、ハラスメン

トや賃金不払いなどの法違反が許されないことが明

確にされた形です。また、転籍を申し出るための専用

様式も作成されたそうですので、今後は転籍の申出が

なされやすい状況となったようです。 

◆技能実習制度は「育成就労制度」へ 

労働基準法違反・法定労働時間を超えた労働、労働

安全法違反、労災隠し、賃金未払い、実習計画に基づ

かない実習などは、認定の取り消しや是正指導、送検

等につながります。 

技能実習制度はあらたに「育成就労制度」への見直

しが行われます。新たな制度は 2027 年の開始が見込

まれますので、今後の動向に注意しておきましょう。 
【「技能実習制度における「やむを得ない事情」がある場合の転籍

の改善について」】 
https://www.moj.go.jp/isa/applications/titp/10_00216.html 


